
アルゼンチン共和国を控訴人とする訴訟の控訴審

判決の見通し等について（お知らせ） 

債権者各位 

2019年 7月 26日 

第 4回 アルゼンチン共和国 円貨債券（1996）保有者の皆様へ

第 5回 アルゼンチン共和国 円貨債券（1999）保有者の皆様へ

第 6回 アルゼンチン共和国 円貨債券（2000）保有者の皆様へ

第 7回 アルゼンチン共和国 円貨債券（2000）保有者の皆様へ

標記各債券（以下「本債券」といいます。）に係る本件訴訟（*1）は、平成 30(2018)年 4

月 9日付「アルゼンチン共和国による東京高等裁判所への控訴提起について（お知らせ）」に

てお知らせした通り、現在、東京高等裁判所に控訴審が係属中です。 

この間、アルゼンチン共和国（以下「共和国」といいます。）が 2019年 2月 22日に開催し

た本債券の債権者集会（以下「本債権者集会」といいます。）において、共和国が提案した議

案（以下「本議案」といいます。）が採択されたこと、本議案に基づき本債券毎の未償還債券

元本金額の 150％に相当する金額が債券の（代表）管理会社の指定する口座に入金されたこ

とについては、お知らせした通りです（詳細は、平成 31(2019)年 2 月 25 日付「アルゼンチ

ン共和国による債権者集会決議結果等について（お知らせ）」、2019 年 5 月 28 日付「管理会

社による公告の掲載および支払方法について（お知らせ）」をご高覧下さい。）。 

本債権者集会において本債券の債権者全員との間で本議案を内容とする和解が成立し、か

つ、2019 年 5 月 20 日付けで管理会社に対する当該和解に基づく和解金の支払いが完了した

ため、これを受けて、共和国は、共和国の本債券に基づく全ての義務が消滅した旨主張する

書面を東京高等裁判所に提出し、同裁判所に対して、管理会社の請求を全て棄却するよう求

めております。 

共和国の上記主張は、東京高等裁判所で今後審理される予定ですが、同裁判所は、最終的

に共和国の上記主張を容れ、管理会社の請求を棄却する判決を言い渡す可能性があります。

仮にかかる棄却判決が言い渡されたときは、管理会社は、同判決の内容を精査の上で、本債

権者集会において本議案が多数の債権者の皆様の賛成を得て採択された経過を尊重し、同判

決に対して自ら上訴しない可能性があります。 

管理会社が予てお知らせしているとおり（*2）、本債券の債権者は、本件訴訟につき管理会

社の対応方針と異なる対応方針を採用することができますので、管理会社の請求を棄却する

判決が言い渡された場合に上告審に上訴することを希望する債権者の皆様は、ご自身の責任

及び費用により自らが依拠できると考える専門家を選任する等して必要な手続（*3）をお執

り頂きますようお願い致します。この場合、管理会社としては、債権者の皆様の対応を尊重



 

 

して必要と考えられる措置を執っていく意向です。 

 

*1 2009 年 6 月 29 日、共和国を被告とし、本債券の元利金及び遅延損害金の支払いを求

めて管理会社が東京地方裁判所に提起した訴訟（その後の上級審等における訴訟を含み

ます。）をいいます。 

*2 平成 21(2009)年 6 月 30 日付け「アルゼンチン共和国を被告とし、東京地方裁判所に

訴訟を提起したことについて（お知らせ）」をご高覧下さい。 

*3 管理会社の請求を棄却する判決の確定を遮断するためには、遅くとも同判決言渡しの

日から 2週間後の応当日（休日の場合は次の平日）までに、東京高等裁判所に対し、補

助参加又は独立当事者参加の申立書を提出すると共に、最高裁判所宛の上告状若しくは

上告受理申立書又はこれらを兼ねる書面を提出して頂く必要があります。上告（上告受

理を含む）の申立てを行うには、民事訴訟費用等に関する法律所定の手数料（印紙代）

を納付する必要がありますが、かかる手数料は、上告審に上訴することを希望する債権

者様においてご負担頂きます。 

なお、本日現在では、判決言渡しの日は未定です。今後、東京高等裁判所から判決言

渡しの日が指定され次第、管理会社のホームページに掲載してお知らせ致します。 

 

債券の管理会社 

第 4回債 

株式会社新生銀行（代表管理会社） 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

株式会社みずほ銀行 

 

第 5、6、7回債 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

 

（この「お知らせ」についてのご照会窓口） 

株式会社新生銀行 法人企画部 法人業務管理室 

03-6880-8196 午前 9時～午後 5時（平日のみ） 

 


